
（参考様式）（令和３年度改定版）
事業所名

事業所番号

（ア）前年度の実績が６月以上ある事業所の場合

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 合計 １月平均

(1) 介護職員の総数

Ａ

(2)
(1)のうち介護福祉士の
総数

Ｂ Ｂ÷Ａ ≧70％で算定可（Ⅰ）
≧50％で算定可（Ⅱ）
≧40％で算定可（Ⅲ）

(3)
(1)のうち勤続年数10年以上
の介護福祉士の総数

C C÷Ａ
≧25％で算定可（Ⅰ）

(4) 従業者の総数

D

(5) (4)のうち常勤職員の総数

E E÷D
≧60％で算定可（Ⅲ）

(6)
(4)のうち勤続年数が７年以上
の者の総数

F F÷D
≧30％で算定可（Ⅲ）

（イ）前年度実績が６月に満たない事業所の場合

月 月 月 合計 １月平均

(1) 介護職員の総数

Ａ

(2)
(1)のうち介護福祉士の
総数

Ｂ Ｂ÷Ａ

(3)
(1)のうち勤続年数10年以上
の介護福祉士の総数

C C÷Ａ

(4) 従業者の総数

D

(5) (4)のうち常勤職員の総数

E E÷D

(6)
(4)のうち勤続年数が７年以上
の者の総数

F F÷D

算定要件確認表（サービス提供体制強化加算）【小規模多機能型居宅介護】

≧70％で算定可（Ⅰ）
≧50％で算定可（Ⅱ）
≧40％で算定可（Ⅲ）

≧25％で算定可（Ⅰ）

≧60％で算定可（Ⅲ）

≧30％で算定可（Ⅲ）

・(1)～(5)については、全て常勤換算値により記入してください。

・職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を用います。

・前年度の実績が６月に満たない事業所（新規の事業所、又は再開した事業所を含む）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平

均を用いることとし、この場合は届出を行った月以降も、毎月継続的に前３月の割合について所定の割合を維持し、これを記録する必要があります。所定の割合を下回っ

●常勤換算方法による職員数の算定方法
暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は
施設において常勤の職員が勤務すべき時間数で除する
ことによって算定するものとし、小数点第２位以下を切り
捨てる。
「勤務延時間数」とは、勤務表上、当該事業所又は施
設において従事する時間として明確に位置付けられてい
る時間の合計数であり、職員１人につき、勤務延時間数
に算入することができる時間数は、当該事業所又は施設
において常勤の職員が勤務すべき勤務時間数を上限と
する。

届出日が属する月の前３月の月を記入
例：4月15日付けで届出→1月、2月、3月


